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独立行政法人（３２法人）

○研究開発能力強化のための研究者の確保
･人件費削減対象除外措置の活用は、研究開発法人の全２９法人中未だ８法人。総人件費の０．８％にとどまる。
･常勤研究者が１．５％減る一方で、非常勤研究者が２１％増加。非常勤では、特に女性が高い伸び（６１．１％増）。

→研究開発の基盤は人であり、当該措置を積極的に活用して、人件費の確保を図る
べき。人件費削減が女性研究者の雇用環境に影響しないよう注視が必要。

○戦略重点化の徹底
･研究開発法人全体の戦略重点科学技術への支出は２３％から３２％に上昇。しかし、重点化率が０％の法人
も存在。

→これらの法人は、各自のミッションの中で、戦略重点化のあり方を検討すべき。

○研究資金の柔軟かつ弾力的な運用
･資金配分法人において、予算の繰越等の取組が十分でない法人がある。

→研究者の立場に立った運用を積極的に図るべき。

独立行政法人、国立大学法人等の科学技術関係活動(平成１９事業年度)に関する所見について

独立行政法人、国立大学法人等を対象に、科学技術関係活動の状況をアウトプットを中心に各種指

 
標等を活用しつつ把握・分析・公表

平成２０年１０月３１日

 

総合科学技術会議有識者議員

研究開発力強化法を積極的に活用し、科学技術関係活動の強化を図るべき。

☆今後、取組を充実すべき主たる事項
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２

国立大学法人等

☆今後、取組を充実すべき主たる事項

○特色や特性を生かした国立大学の活動
・自治体や企業と連携をして、地域活性化に向けた取組を積極的に行っているところもあり、国立大学を中
核とした拠点形成の取組事例が数多く見られる。

→地域や大学の実情等を踏まえつつ、特色や特性を明確にするとともに、それを生
かした取組を積極的に行っていくべき。

○臨床研究の着実な推進
・附属病院の教員は、近年、診療業務が増加し、教育や研究時間が減少したとの意識を持っており、実際、
臨床研究活動の低下が見られるとのデータがある。

（臨床医学論文数

 

平成１５年→平成１８年

 

世界全体では７％増、日本は１０％低下

 

）

→我が国の先端的な臨床研究活動に重大な支障が生じないような環境整備を行うこ
とが必要。

○人材の国際的循環
・海外への長期（３０日超）派遣研究者数は減少

 

（平成１４年度

 

３，０５３人

 

→

 

平成１８年度

 

１，７４２人）

・日本におけるポストドクターの外国人比率

 

２３．７％（平成１８年度）

→人材の国際的好循環に向けての取組をさらに推進すべき。

各大学の特色や特性を生かした取組、臨床研究活動に支障が生じ

 ないような環境整備及び人材の国際的好循環の強化を図るべき。
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